令和７年度福祉施設等物価高騰対応支援交付金要綱

（趣旨）
第1条 この要綱は、光熱水費等及び食材料費等の物価高騰の影響を受けている足寄町内の介
　護及び福祉事業者（以下「福祉施設等」という。）を対象に、光熱水費等及び食材料費等を支援するため、予算の範囲内で、福祉施設等物価高騰対応支援交付金（以下「交付金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

（支給対象）
第２条　支給対象は、次に掲げる要件の全てを満たす福祉施設等とする。
(1) 令和８年１月１日（以下「基準日」という。）時点において、介護保険法（平成９年法律第１２３号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）、又は老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に規定される、足寄町内に所在する福祉施設等であること。
(2) 基準日において、前号に掲げる福祉施設等を休止していないこと。
(3) 基準日において、第１号に掲げる福祉施設等として令和７年度中に介護又は障害福祉サービス等を提供した実績があること。
　
（交付金の額）
第３条　光熱水費等に関する交付金の額は、別表１に定める額とする。
２　食材料費等に関する交付金の額は、別表２に定める額とする。

（交付申請）
第４条　交付金の交付を受けようとする者は、次に掲げる書類を町長に提出しなければならない。なお、交付金の交付申請は運営法人等で取りまとめて申請するものとする。
(1) 令和７年度福祉施設等物価高騰対応支援交付金交付申請書（様式第１号）、交付金申請添付書類（様式第２号）
(2) その他交付金の交付に関して町長が必要と認める書類

（交付申請に係る審査）
第５条　町長は、前条の規定による申請書を受理したときは、その内容について適正かつ妥当か否かについて審査しなければならない。
２　前項の審査において、町長が必要と認めるときは、当該事業者に対して説明を求め、又は交付金の申請に係る書類の提出を求めることができる。

　（交付の決定及び通知）
第６条　町長は、前条の規定による審査に基づき交付の可否を決定し、その結果を令和７年度福祉施設等物価高騰対応支援交付金交付決定通知（様式第３号）又は令和７年度福祉施設等物価高騰対応支援交付金不交付決定通知（様式第４号）により当該申請者に通知するものとする。
（その他）
第７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

　附　則
　（施行期日）
１　この要綱は、令和８年２月１日から施行する。
　（失効）
２　この要綱は、令和８年５月３１日限り、その効力を失う。
　































別表１（第３条関係）
	区　　分
	　　　　　　サービス種別
	番号
	交付金額（１介護事業所等当たり）

	


介護保険施設等
	訪問系
	訪問介護事業所、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅介護支援
	１
	１０万円

	
	通所系
	地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護　
	２
	２０万円

	
	多機能系
	小規模多機能型居宅介護
	３
	２０万円

	
	入所系
	軽費老人ホーム、住宅型有料老人ホーム、認知症対応型共同生活介護、特別養護老人ホーム
	入所者数が２９人以下
	４
	２０万円

	
	
	
	入所者数が３０人以上
	５
	４０万円

	障がい者施設等
	訪問系
	相談支援事業所
	１
	１０万円

	
	通所系
	就労継続支援事業Ｂ型事業所
	２
	２０万円

	
	入所系
	福祉ホーム
	４
	２０万円


備考
※サービス種別に定める入所者数は、基準日時点での入所人数とする。
　対象となる入所者は、基準日時点で足寄町に住民登録されている者とする。

別表２（第３条関係）
	
区　分
	
サービス種別
	
番号
	交付金額
（１介護事業所等当たり）

	
	
	
	固定支給額
	単価支給額

	


介護保険施設等
	通所系
	地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護
	６
	２０万円
	　　　　―

	
	多機能系
	小規模多機能型居宅介護
	７
	２０万円
	

	
	入所系


	軽費老人ホーム、特別養護老人ホーム
	８
	
　－　
	入所者数に
１７，０００円を乗じて得た額

	
	
	住宅型有料老人ホーム、認知症対応型共同生活介護
	９
	
　　－
	入所者数に
３５，０００円を乗じて得た額

	障がい者施設等
	通所系
	就労継続支援事業Ｂ型事業所
	６
	２０万円
	－

	
	入所系
	福祉ホーム
	９
	
　　－
	入所者数に
３５，０００円を乗じて得た額


備考
※サービス種別に定める入所者数は、基準日時点での入所人数とする。
　対象となる入所者は、基準日時点で足寄町に住民登録されている者とする。

　様式第１号（第４条関係）

令和７年度福祉施設等物価高騰対応支援交付金交付申請書

年　　月　　日
足寄町長　　　　様
住　　　所
申請者
氏　　　名			　　　
（電話番号　　　　　　　　　　　）


令和７年度福祉施設等物価高騰対応支援交付金の交付を受けたいので下記のとおり申請します。

記



１　交付申請額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円也　
　　
　　


[bookmark: _GoBack]２　振込先銀行等の名称及び口座番号
	金融機関名
	
	支店名
	

	口座番号
	　
	口座種別
	

	フリガナ
	

	口座名義人
	










様式第２号（第４条関係）

交付金申請添付書類

	[bookmark: _Hlk219974534]事業所名
	別表
	番号
	交　　付　　金　　額
	事業所合計

	[bookmark: _Hlk219975382]
	別表1
	1～5
	
	交付金額
	
	円①
	(①＋②又は③)

	
	
別表２
	6・7
	
	固定支給額
	
	円②
	
 
円

	
	
	8・9
	
	単価支給額
	
	円
	
	
円③
	

	
	
	
	
	人　　　数
	
	人
	
	
	

	[bookmark: _Hlk219975363]
	別表1
	1～5
	
	交付金額
	
	円①
	(①＋②又は③)

	
	
別表２
	6・7
	
	固定支給額
	
	円②
	

　　　  　 円

	
	
	8・9
	
	単価支給額
	
	円
	
	
円③
	

	
	
	
	
	人　　　数
	
	人
	
	
	

	
	別表1
	1～5
	
	交付金額
	
	円①
	(①＋②又は③)

	
	
別表２
	6・7
	
	固定支給額
	
	円②
	

円

	
	
	8・9
	
	単価支給額
	
	円
	
	
円③
	

	
	
	
	
	人　　　数
	
	人
	
	
	

	
	別表1
	1～5
	
	交付金額
	
	円①
	(①＋②又は③)

	
	
別表２
	6・7
	
	固定支給額
	
	円②
	

円

	
	
	8・9
	
	単価支給額
	
	円
	
	
円③
	

	
	
	
	
	人　　　数
	
	人
	
	
	

	
	別表1
	1～5
	
	交付金額
	
	円①
	(①＋②又は③)

	
	
別表２
	6・7
	
	固定支給額
	
	円②
	

円

	
	
	8・9
	
	単価支給額
	
	円
	
	
円③
	

	
	
	
	
	人　　　数
	
	人
	
	
	

	
	別表1
	1～5
	
	交付金額
	
	円①
	(①＋②又は③)

	
	
別表２
	6・7
	
	固定支給額
	
	円②
	

円

	
	
	8・9
	
	単価支給額
	
	円
	
	
円③
	

	
	
	
	
	人　　　数
	
	人
	
	
	


・別表１、別表２を参照し、該当する番号と交付額を記載すること。
・別表１の番号４、５及び別表２の８、９に該当する事業所は、基準日における入所者名簿を添付すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人合計　　　　　　　　　　円　

様式第３号（第６条関係）

令和７年度福祉施設等物価高騰対応支援交付金交付決定通知


年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　様

足寄町長　　　　　　　　　　


　　月　　日付けで申請のありました令和７年度福祉施設等物価高騰対応支援交付金について、下記のとおり交付することに決定しましたので通知します。



記


１　交付金額　　　金　　　　　　　　　　円

２　交付予定日　　　　　　年　　月　　日

３　その他　　　　






様式第４号（第６条関係）

令和７年度福祉施設等物価高騰対応支援交付金不交付決定通知


年　　月　　日

　　　　　　　　　　
　　様


足寄町長　　　　　　　　　


年　　月　　日付けで申請のありました令和７年度福祉施設等物価高騰対応支援交付金については、下記の理由により不交付としましたので通知します。


記


　不交付の理由









